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研究成果の概要（和文）： 

 本研究は、2005 年夏に米国で発生したカトリーナ災害に関する環境影響の総合的把握と、災

害に由来する環境問題への政治的社会的対応について、特に人種関係に留意しつつ明らかにす

ることを目的として研究を行った。とくに、複合災害の事例として住宅地における石油流出事

故、災害廃棄物をめぐる環境正義運動、生態系サービス機能に着目した湿地保全運動、復興過

程における住民の居住する権利と都市の防災力向上とのジレンマなどについて実態を把握し、

考察を進めた。 
 
研究成果の概要（英文）：  
     This study explores the possibility of environmental sociological approaches toward 

disaster research by taking the case of Hurricane Katrina as an example.  This study 

focused on environmental justice and disaster debris, wetland protection as to further 

functions of ecological services, and transformation of racial relations during the rebuilding 

process.      
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１．研究開始当初の背景 

 研究代表者は、1990 年代よりアメリカ南

部の石油化学工業地帯における環境運動、と

くに環境リスクの不平等な配分を告発した

環境正義運動の展開について研究をすすめ

てきた。 

そのようななか、2005 年にアメリカ南部

をハリケーン・カトリーナが襲い、研究対象

地域を含む広範囲のメキシコ湾岸地域が大

規模水害の被災地となった。それまで災害研

究の経験はなかったが、甚大な被害を受けた

南部の主要都市ニューオリンズ都市圏やそ

の周辺部の湿地保全や汚染問題など環境問

題についてはこれまでの研究蓄積があり、そ

れらと災害被害との関係について調査の必

要性を感じた。 

また従来の災害研究では、災害はさまざま

な社会集団に、異なる影響を及ぼすことが知

られているが、住民間の所得格差が著しく、

人種問題もいまだなお存在する都市ニュー

オリンズにおける被災の実態調査や復興過

程の検証は必要とされる研究であると思わ

れた。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、2005 年夏に米国で発生したカ

トリーナ災害に関する環境影響の総合的把

握と、災害に由来する環境問題への政治的社

会的対応について、特に人種関係に留意しつ

つ明らかにすることを目的としている。 

（1）複合災害 

ここで言う「環境影響」には、第一にカト

リーナ来襲による生態系への影響と、化学工

業施設や一般家庭などからの汚染物質漏洩

による水質汚染と土壌汚染、そして災害によ

って発生した膨大な廃棄物の処理問題など

を含んでいる。大都市圏ならびに工業地帯が

被災地となっており、どのような環境汚染問

題が顕在化し、連邦政府、州政府、自治体、

環境ＮＰＯなどがどのように対処したのか

について明らかにする。 

（2）災害廃棄物 

次に、カトリーナ災害では低所得者層のア

フリカ系アメリカ人への被害が注目された

が、メキシコ湾岸地域ではベトナム系を中心

とする多くのアジア系アメリカ人も被害に

あっており人種的マイノリティの中でも階

層的に低く災害弱者となりやすいアジア系

住民の被害状況などにも注意を払いつつ、ニ

ューオリンズ地域の復興状況や復興過程に

ついて明らかにする。 

（3）生態系サービスと防災 

地域の防災力を高める手段として、近年は

ソフト面にも注目が集まるが、長いあいだ、

ハード面の強化、すなわち築堤などによる対

策が取られてきた。今回、大規模水害を経験

した都市において、従来の防災システムへの

評価・反省、とくに近年注目が集まる生態系

サービスに関する再評価がどのようになさ

れているのかについても検証する。 

（4）復興過程における居住する権利 

復興過程において、防災システムを組み込

んだ都市再開発が進むなかで、都市の論理と

生活者の論理の衝突が予想される。すなわち



都市全体の防災力を高めようとする動きと、

生活者の居住する権利との対立が、災害後の

復興過程では予想されるが、この課題に都市

と住民がどのように向き合い、将来の災害に

備えようとしているのかについて検討する。

さらに、その意思決定過程において、住民参

加がどのような形で実現したのかについて

も注目する。 

 
３．研究の方法 

初年度は、まず研究課題に関する基本的な

知識の習得と研究動向のレビューの必要が

あった。特にカトリーナ災害の全般的な被害

特性を把握すること、環境関連での被害と復

興状況の確認を目指した。ハリケーン来襲に

よる生態系への影響や環境汚染の範囲・程度

などについては、ある程度の研究が発表され

ており、これらの研究成果をまず整理するこ

とが必要であった。ある程度の基礎的知識を

整理した上で、2009 年 2 月に、10 日程度の

現地調査を行い、環境 NPO や市民活動を支援

する科学者、被災者などに聞き取り調査を行

うとともに、被災地の見学を行った。 

現地調査後には、災害後のニューオリンズ

が直面する多数の環境関連の課題を整理、分

析し、研究期間の 2年目、3年目には各 2回

ずつ現地調査を行い、関係者への聞き取り調

査を重ねた。 

 

 

４．研究成果 

本研究は、2005 年夏にアメリカ南部で発生

した大規模水害を事例として、環境社会学的

アプローチによる災害研究の可能性を探ろ

うとするものである。Erikson(1991 )が指摘し

たように、産業災害（技術災害）は「汚染」

を引き起こし、そこでは不確実性の問題に始

まり因果関係の特定、加害－被害関係など多

くの社会的問題を引き起こすのに対し、「自

然災害」は物理的「破壊」をもたらし、環境

への影響も短期間で修復されるというのが

伝統的な自然災害の認識であった。近年、自

然災害に対するこのような見方は変わりつ

つあったが、2005 年 8 月末のハリケーン・カ

トリーナ災害は、自然災害にかんするパラダ

イム転換を確定的なものにしたと言われる。 

雑誌論文③においては、研究目的（1）複

合災害、（3）生態系サービスと防災に関する

分析を行った。 

二次災害としての産業災害としては、被災

地域に都市部・工業地域が含まれていたため、

規模を問わず、多数の石油流出事故が発生し

た。なかでも住宅地で発生した大規模な石油

流出事故の現場では、多数の訴訟が提起され、

一部地域は居住不可能となったため企業に

よる汚染地域の買収が実施されている。自然

災害でありながらも産業災害の要素をもつ

複合災害の一端を確認することができた。 

さらに、これらの工業施設は多くが人種的

マイノリティ地域に立地しているため、大規

模な自然災害の発生は、地域住民にとって追

加的リスクとなっており、自然災害において

も環境正義という視点が有用であることを

指摘した。 

カトリーナ災害で都市の 8 割が水没した米

国ニューオリンズを中心として、地域環境史

という視点からみた都市の脆弱性の増大、自

然災害による多様な「環境問題」の発生につ

いて明らかにした。これらの考察をとおして、

近年の災害研究で注目されている「レジリエ

ンス」（災害復元=回復力）概念の再検討を行

った。従来、レジリエンス（resilience）概念

は社会的脆弱性と強い結びつきを持って議

論され、地域社会内部の組織力、交渉力、外

部とのネットワークなど社会関係の構築に

焦点をあてて議論されてきた。本稿では、こ



の概念の射程を社会関係だけにとどめて議

論するのではなく、地域環境との関係性まで

を含めて、賢明な地域環境の管理による「持

続可能なハザード緩和」という災害対応の文

脈からこのレジリエンス概念が議論された

ことを紹介した。 

というのも、確かにハリケーン・カトリー

ナの物理的威力は歴史に残るものであったが、

その被害を増幅させたのが運河建設などによ

る湿地破壊であることが明らかになっている。

近年、生態系サービスという概念が注目され

ているが、湿地には高潮の勢力を弱める機能

がある。しかし、湿地を切り裂いて建設され

た運河はハリケーン来襲時に「高潮が走るハ

イウェイ」と化した。長年の地元からの閉鎖

要求があったにもかかわらず、ようやくカト

リーナ災害後に MRGO と呼ばれる人工運河

は閉鎖されることになった。 

ニューオリンズの都市の拡大は、湿地破壊

の歴史であったし、堤防技術の進展によって

可能となった。また逆に堤防で囲まれた都市

は「安全」であるとして潜在的リスクへの接

近がみられた。ぜい弱性が高い地域における

リスクへの接近という視点からみると、カト

リーナ災害は決して特異でも例外的な事例

でもないことを指摘した。 

研究目的（2）災害廃棄物の関連では、処

理場の立地点をめぐる社会紛争が、復興過程

のさなかに発生した。市周辺部の予定地に近

かったベトナム系住民による反対運動が展

開され、環境 NPO を始め、地元市議会、州

や連邦政府など、さまざまな方面からの支援

を受け、いったん、稼働を始めた災害廃棄物

処分場は閉鎖されることとなった。この事例

で注目すべきは、復興過程において全体主義

が高まるなかで、復旧、復興には必須の迅速

な災害廃棄物の処理をめぐる住民運動が、そ

の所定の目標を達成することができた点で

ある。政治的機会構造などの視点から、この

環境正義運動の成功は分析しうる。他方、災

害弱者ともなりうる英語を母国語としない

ベトナム系アメリカ人を多数含むこの地域

は、壊滅的被害を受けたニューオリンズ市内

において、もっとも早い復旧、復興を遂げた

地域であり、この点からも災害後の地域再生

における社会的条件が示唆された。 

研究目的（4）の関連では、各種の人口統

計データによって、災害前後の人口構成に変

化がみられることからも、災害復興によるジ

ェントリフィケーションが進行しているこ

とが示唆される。災害直後に設立された都市

計画家を中心とする復興委員会では、都市全

体の防災力を高めるため、また災害後の都市

復興を効率的、効果的に進めるため、浸水地

域を復興対象から除外するという方針をと

った。これに対しては、都市住民、とくにア

フリカ系住民からの猛烈な抵抗があり、最終

的には浸水した甚大な被災地も復興の対象

とされた。災害後に急速に進む都市再開発の

動きにたいする住民の抵抗は、これまでの災

害研究でも指摘されてきたことである。今回

は、復興委員会が示した見取り図は、結果的

アフリカ系アメリカ人居住区の大半を復興

対象から除外することを意味しており、ニュ

ーオリンズという都市の歴史、文化に多大な

影響を及ぼす内容であった。都市の防災力の

向上は、必ずしもそこに生きる住民から支持

されるわけではない。都市のサステイナビリ

ティと、住民の住む権利という住民にとって

のサステイナビリティとの矛盾というジレ

ンマを指摘した。加えて、このような住民が

他の抵抗が先鋭化した背景として、意思決定

過程における課題を指摘した。 
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